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米国半導体産業 における

技術開発様式の階層性 とそめ進化:
技術特化型技術開発と多技術型技術開発

徳 丸 宜 穂

初稿受付 日

レフ ェ リー 付 き論 文

2001年12月11日 採 択決 定 日 2002年5月22日

本稿 は,現 代 先端 産業 にお け る技 術開 発体制 の展 開 につ いて論 じる。 これ までに,

最 近 の技術 開発 過程 の 「分 業化 」 を示唆 す る具 体例 や,そ れへ の理 論的 説 明が多 く

提起 され て きたが,体 系 的 な実 証分析 が な され て いな い とい う問題 が あ る。 本稿 で

は,米 国特許 庁(USPTO)の 特 許 デ ータ を利 用 し,半 導体 産業 を事例 として実証分

析 を行 った。 その結 果,開 発 を行 う要 素技 術の種 類 を限定 す る技 術特 化 方向へ の変

化 は生 じてい ない とい うこ と,お よび,「 技 術特 化型」 「多技 術型 」 と呼 び うる2つ

の異質 な技 術開 発様 式の 階層 が存在 し,技 術 開発 に おけ る後 者の 比率 が増 大 して い

る とい うこ とが 明 らか にな った。 この こ とは,通 説的理解 とは反 対 に,財 生 産 にお

け るよ うな特 化 ・分 業 が,技 術 的知 識 の生産 にお い ては一般 的 にな って きて はい な

い とい うこ とを示 してい る。

キー ワー ド 技術 革 新,技 術 開発様 式,特 許,半 導体産 業

1は じ め に

本稿は,現 代先端産業における技術開発体制の展開について論 じる。1980年 代 までの経験

を基礎に した一連の比較制度論的研究は,技 術開発体制における国毎の相違に着 目してきた。

企業部門だけに絞 ると,日 米両国のイノベーションシステムの特徴は次のように把握 されて

きた。 日本の場合,技 術者の流動性は低 く,新 技術の開発 ・導入 は大企業によって主に行わ

れる。研究開発 と製造過程 との相互作用が密接であ り,積 み上げ的な技術革新 に適 している

とされてきた(e.g.,Freeman,1987;OdagiriandGoto,1993)。 これに対 して米国の場合,

技術者の流動性は高 く,新 技術の開発 ・導入において,中 小規模のスター トアップ企業の役

割が大 きい。技術者による新企業の設立が盛んで,画 期的新技術の開発 ・導入に適 している
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と論 じられてきた(e.g.,MoweryandRosenberg,1989;FloridaandKemey ,1990)。 すな

わち,「技術者の流動性が低 く,技 術開発活動の大企業への集中度が大 きい日本型システム」

「技術者の流動性が高 く,技 術開発活動が中小規模企業へ と分散 している米国型システム」

という対比がなされてきたのである。

しか し,1990年 代の諸変化がシステム再編圧力をもた らしていることも事実である。特に,

技術革新がますます,企 業外部に分散 して存在する技術ソースとの相互作用に依存す るよう

になってきている。言い換えれば 「技術開発の分業化」は,こ の10年 間における 「定型化 さ

れた事実」として理解 されてきており,理 論的説明も提示されてきた(cf .AroraandGam-

bardella,1994;Gibbonsetal.eds.,1994)。 本稿では便宜上 これを 「分業化仮説」と呼ぶ。こ

の仮説が妥当であるならば,上 述の ように理解されてきた両国のイノベーションシステムに

変容が見 られるはずであるから,こ の仮説に関する実証研究は重要である。

本稿が問題 とするのは,分 業化仮説 とその理論的説明が妥当なのか どうかということであ

る。なぜなら,こ れまでにこの仮説に該当する具体例 は提示されてきているものの,体 系的

な実証分析がなされていないという点にこの仮説の限界があると考えるか らである。この限

界を超 えるために,本 稿では,米 国特許庁(USPTO)の 特許データを利用 し,半 導体産業を

事例 として実証分析を行 う。まず第2節 で,技 術開発の組織化 に関する既存の議論から分業

化仮説 を検討 し,そ れの検証に必要な概念枠組を提示する。第3節 で半導体産業に関する概

観を行 った後に,第4節 で米国特許庁データベースを利用することによって,米 国半導体企

業における技術開発分野構成とその変化 を分析す る。第5節 では,分 析結果に関す る検討を

行 う。

2技 術開発の分業化仮説

従 来 の 歴 史 的研 究 で は,技 術 開 発 が 大 企 業 内 部 に整 備 され た 研 究 開 発 体 制 の 中 で 自 己完 結

的 に行 わ れ る シ ス テ ム が 構i築 され て きた とい う歴 史 が 強 調 され て き たが(廣 重,1973;Mow・

eryandRosenberg,1989),1980年 代 末 期 以 降 の 現 状 分 析 的 研 究 で は,コ ン ソー シア か ら研 究

委 託 まで を含 む 企 業 間連 携,大 学 な ど研 究 機 関 との連 携 とい った,企 業 外 部 を含 ん だ 有機 的

な技 術 開 発 体 制 の 構 築 とい う側 面 が 強 調 さ れ る よ う に な っ て きて い る(Nelsoned .,1993;

Gibbonsetal.eds.,1994)。 現 実 に,(1)開 発 費 の 持 続 的上 昇 ,(2)必 要 な要 素技 術 の 複 数 化,(3)技

術 進 歩 ス ピー ドの 上 昇,(4)技 術 間 補 完 関係 の 複 雑 化,(5)科 学 的 基 礎 知 識 へ の 依 存 度 の上 昇 な

ど,技 術 開発 組 織 の 分 業 化 を促 す よ うな 諸 要 因 が 現 れ て き て い る(MoweryandRosenberg
,

1989;科 学 技 術 庁 『科 学 技 術 白書 』各 年 度 版)。 確 か に これ らの要 因 は ,企 業 外 部 の 技 術 ソー

スへ の依 存 度 を上 昇 させ る よ う に作 用 す る こ と は容 易 に見 て 取 れ る。

契 約 理 論 的 な枠 組 み で こ の現 象 を分 析 す るAroraandGambardella(1994)に よれ ば,こ
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の よ うな技 術 開発 の分 業 化 は,技 術 開 発 過 程 で 生 産 ・利 用 され る知 識 の 性 質 の 変 化 に よ っ て

究極 的 に は 説 明 され る と い う。 技 術 開 発 に よ って 生 み 出 され る知識 に関 して は,事 前 に 契 約

に よ っ て 明 示化 す る こ とが 困 難 で あ り,ま た そ の 知 識 が 文 脈 依 存 的 で あ る が ゆ え に資 産 特 殊

性 を持 つ こ とか ら,取 引 費用 が 高 くな る。 製 造 過 程 との知 識 の や り取 り も同 一企 業 内 に 内部

化 され て い た 方 が 容 易 で あ る。 した が っ て 研 究 開 発 は 内部 化 さ れ る と,従 来 説 明 され て きた

(Mowery,1983)。 しか し近 年,科 学 の 進 歩 と コ ン ピュ ー タ 能 力 の 上 昇 に よ り,試 行 錯 誤 や 経

験 の 蓄積 に も とつ く新 技 術 の 開発 か ら,モ ノ や 構 造 を 支 配 す る原 理 を見 い だ し,そ れ を高 度

な機 器 を用 い て テ ス ト した り,コ ン ピュ ー タ の 上 で シ ミュ レー シ ョ ンを行 う と い う方 向 へ と

技 術 開発 の 方 向 が 変化 して い る。 この よ うに な る と,技 術 ・知 識 が よ り一 般 的 な コ ー ドで 表

現 で き る よ う に な り,「 暗 黙 知 」 に頼 る部 分 が 減 少 す る し,技 術 を組織 間 で取 り引 きす る コス

ト も小 さ くな る。 そ れ に応 じて,技 術 開 発 の 外 部 化=「 イ ノ ベ ー シ ョ ン分 業 」(divisionof

innovativelabor)が な され る よ うに な る(AroraandGambardella,1994;後 藤,1999)。 こ

の 変 化 が 究 極 まで 進 んだ 場 合,技 術 的 知識 そ の もの を取 引 す る 「技 術 市 場 」 が形 成 さ れ る に

至 る(Arora,FosfuriandGambardella,2001;Guilhoned.,2001)。

こ こで概 念 を整 理 す る。 彼 らが 述 べ て い る 「分 業 」 には,各 企 業 が技 術 開 発 を行 う技 術 分

野 を絞 り込 ん で 専 門特 化 して い る とい う側 面 と,少 数 の 企 業 に集 中 して い た 技 術 開 発 が 多 数

の 企 業 へ と分 散 化 して い る とい う側 面 の,2つ の別 個 の 意 味 が 含 まれ て い る。 以 後 本 稿 で は,

前 者 を 「技 術 特 化 」 な い し単 に 「特 化 」 と呼 ぴ(対 概 念 は 「多 技 術 化 」),後 者 を 「分 散 化 」
1

(対概念は 「集中化」)と して区別することにする。

しかし,こ れらの議論の問題は,個 々の事例の提示 を超えて,体 系的な実証分析によって

検証 されていないということである。技術革新 は不確実性が大 きい分野なので,技 術開発範

囲に関す る意思決定には,当 該企業が形成す る期待 ・ビジョンと,そ れに根 ざした戦略的な

要因が重要な位置を占める。 したが って,上 述のような同一の環境が各企業に与 えられたと

して も,技 術開発に関する意思決定は企業 間で多様 なものとなる可能性がある。それゆえ,

技術開発の分業化 という 「定型化された事実」 をもって,あ る産業全体の技術開発体制を特

徴付 けることができるのかどうかについて,体 系化 された実証分析が必要であると筆者は考

える。言い換えれば,「定型化された事実」 自体の妥当性の検証がまず必要である。

ここで,「分業化仮説」を検証可能な形態に整備する。単一ないし少数の要素技術の開発の

みに従事する技術開発様式を「特化型」,多数の要素技術の開発に従事する技術開発様式を「多

技術型」と定義する。 したがって,検 証すべ き 「分業化仮説」は次のように分節化される。

すなわち,上 述のような,技 術開発組織の再編 を促すような圧力に呼応 して,(1)各 要素技術

において技術開発の分散化が見 られ,(2)特 化型の方向への変化が進展 した,と いうのがそれ

である。
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以下本稿では,米 国半導体産業 について実証分析 を行う。

3半 導体産業における技術革新

本稿は,1990年 代半導体産業 における技術開発活動の再編 を事例 とする。1980年 代の半導

体産業は,第1節 で挙げた 「日本型 システム」「米国型システム」の把握に大 きく寄与 した。

したがって,1990年 代 における両システムの変容を理解する上で,こ の産業 を事例 とするこ

とは,バ イオテクノロジーなど他のハイテク産業を事例 とす るよりも好都合であると考えら
　

れ る。ここでは,必 要な限 りにおいて半導体産業について概観する。

半導体の分類上,本 稿で対象 とす るデバイスは,集 積 回路のうち中心 を占めるMOS型 の

メモリ・,ロジック集積 回路である。半導体の製造工程には,半 導体企業のみならず,ウ エハ

ーやパ ッケージ封止材料 を生産す る半導体材料産業,製 造装置を生産する半導体製造装置産

業,回 路設計や設計用CADツ ールの開発を行 う半導体設計産業が関わっている。通常,半 導

体企業は,設 計 と製造の両方を行 うが,設 計のみに特化 した 「ファブレス企業」,また他社製

品の製造請負のみに特化 した 「ファウンドリー企業」 も存在する。

製品 ・製造技術の展開方向 として,次 の3点 を指摘することが可能である。なお,最 初の

2点 は,AroraandGamberdella(1994)や 後藤(1999)が 挙げた傾向と符合 している。

第1に,デ バイスの高速化,高 集積化 に伴い,微 細加工 と高密度な配線が必要 となる。 こ

のことは次第に,科 学的知識に基づ く問題解明を要求するようになる。例えば露光装置の場

合,よ り波長の短 い光線 を利用 したレーザーが必須 となる。次第に工業的に利用されたこと

のない光源を用いることになると,光 学的性質の基礎的解明が必要になる。 また,高 密度配

線の結果,配 線間の電気的相互干渉の問題が深刻になる。次第に素材面での革新が必要にな

るだろうと考えられてお り,新 素材 に関する基礎的データが必要になる。

第2に,回 路設計,デ バイス設計への情報技術,と りわけCADツ ールの大幅な導入である。

設計の自動化など設計過程その ものでの利用の他に,デ バイスの性能を事前に確認するため

に,シ ミュレーションが多用されている。デバイスの高速化,高 集積化に加え,短 期間での

設計がますます要求 されるようになってきており,そ れに対応するためには試行錯誤的方法

では非効率である。基本原理に遡 って構築されたモデルに基づ き,生 産工程までの全プ ロセ

スを包含 したシミュレーションが,設 計段階で行われるようになってきている。

第3に,製 品であるデバイスの進化が,デ バイスを利用するシステム(例 えばPC,情 報家

電)と ますます密接な関係 を持つ ようになってきているということである。マイクロプロセ

ッサ(MPU)と オペレーシ ョンシステム(OS)の 関係は,「ネ ットワーク外部性」としてよ

く知られている。 しかし,デ バイスとシステムとの関係の密接化 というこの傾向をより明確

に表現 しているのはシステムLSIで ある。システムLSIと は,ア プ リケーション毎の機能プ
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ロック(IP)を,最 新のASICプ ロセスを用いて高集積化 し,マ イクロ ・ロジック ・メモリ

を一つのチップ上 に集積 したICの ことである。従来からのDRAMの ような汎用デバイス

と比べ,シ ステムLSIで は,た とえばデジタルTV向 け,DVD向 け,携 帯電話向けなζ,

システムの機能がデバイスにより強 く反映されている。

この時期の産業組織上の もっとも重要な変化は,特 定の工程に特化 した企業群が増大 し,

重要な位置を占めるようになったことである。確かに,半 導体製造装置や材料のように,も

っぱらそれ らに特化 した企業 に依拠する工程 は従来から存在 した。また,設 計用のCADッ

ールでは,そ れを開発 ・販売する特化型企業への依存度は高 まっていると言われている。 し

か し,こ の時期 について最 も特筆 すべ き変化 は,前 述の 「ファブ レス企業」の増加である
ら

(LangloisandSteinmueller,1998;Macher,MoweryandHodges,1999)。 同 時 に,こ れ に

対 応 して,製 造 に特 化 した 「フ ァウ ン ド リ企 業 」 の 台 頭 が生 じて い る。

この よ うな 製 品 構 成 の 変化,お よび産 業 組 織 上 の 変 化 を考 慮 す る な らば,技 術 開 発 の 分 業

化 とい う事 実 認 識 は 自然 か つ 正 当 な よ う に思 わ れ る。 次 節 で は この 点 を検 証 す る。

41990年 代における技術開発分業の展開

第2節 で述べたような先端技術開発に共通する傾向的変化,お よび第3節 で述べたような

半導体産業固有の技術変化に対 して,半 導体産業は技術開発体制をどのように再編 してきた

のであろうか。 また,そ れは第2節 で述べたような 「分業化仮説」に沿 った変化であると言

えるだろうか。本節では,米 国特許庁の特許データベース(USPTOWebPatentDatabases;

http://www.uspto.gov/patft/index.htm1)を 用い,そ こから得 られる情報を分析することに

よって明 らかにする。ある企業がある時期 に取得 した特許が,そ の時期における企業の技術

開発活動を反映 していると考えれば,特 許数や特許構成の変化 は,そ れぞれ,技 術開発の水
6

準や構成の変化を反映 していると考えることが出来 る。

本節では,要 素技術を,製 造技術,検 証技術,設 計技術,メ モリ,プ ロセ ッサーの5つ に

分類する(詳 細は末尾の付録 を参照)。 半導体関連企業の うち,『半導体産業計画総覧2000年

度版』(産 業タイムズ社),『2000半 導体データブ ック』(電 子ジャーナル社)に 掲載された米
ア

国企業62社 が調査の対象である。 ここに該当する企業で,技 術的にアクティブな企業を網羅

することが可能である。これら企業について,1986-90年,1991-95年,1996-2001年(-2月)

の3期 間に分 けて調査 を行 う。

現実には,こ の5つ の要素技術分野で万遍な く技術開発を行っている企業のケース と,1

つの技術分野でのみ技術開発を行 っている企業のケースとを両極 として,ヴ ァリエーション

がありうる。第2節 での議論を踏 まえて,両 極のうち前者のような企業を 「多技術企業」 と

呼び,後 者 を 「技術特化企業」 と呼ぶ。また,現 実の企業はこの両極 を結ぷ線分中に位置づ
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けられるわけだが,そ こか ら各極の方向へ向かう変化を,そ れぞれ単に 「多技術化」「特化」

と呼ぶことにする。

第1節 で述べたように,従 来の研究は,技 術開発活動が上位企業に集中しているか,そ れ

ともより下位の企業に分散 しているかという,「技術開発の分業構造」に着 目することが,日

本型 ・米国型の各 システムを特徴付ける上で重要だと理解 してきた。本稿で も,1990年 代 に

おけるこの分業構造の変容を分析す る。具体的には,次 の2つ の側面から捉えることによっ

て,こ の分業構造は適切に把握で きる。第1に,各 要素技術 または全ての要素技術において,

技術開発が上位企業へ どの程度集中しているのかという側面である。第2に は,個 々の企業

が各要素技術の開発にどの程度携わっているか,言 い換えればどの程度多技術化 しているか

という側面である。 したがって,も し第2節 で述べたような 「イノベーシ ョン分業」が進展

しているとすれば,こ のいずれかの指標の変化に現れるはずである。以下では,こ れ ら2つ

の側面の指標化 と実証分析 を行 う。

4,1上 位企業への技術開発集中度

技術開発の分散化は,上 位企業への技術開発集中度の低下 として観察されるであろう。そ

こで第1に,各 要素技術における,特 許取得の上位10社 への集中度を計測 し検討する。10社
ど

占有率を計算 した ものが表1で ある。

表1:10社 占有 率(%)(要 素技術)

日 本 米 国

1986-1990 1991-1995 1996-2001 1986-1990 1991-1995 1996-2001

プ ロセス

1

68.0
.

71.7 68.6

1

37.7 51.6 68.7

検 証 45.2 52.0 47.0 8.8 13.8 20.5

設 計 82.6
1

98.4 97.5 37.O
I

59.7 65.4

メ モ リ 93.O
I

83.9 91.3 47.7 51.9 60.0

プ ロセ サ 96.2 94.8 91.1 48.9 60.5 66.9

全要素技術計
1

72.8 74.3 74.8

1

27.2 38.8 55.5

表1で 注 目すべきことは,全 要素技術の合計で見た場合に,日 本の場合3期 間にわたり10

社 占有率はほぱ一定 しているが,米 国ではそれが27.2%か ら55.5%へ と一貫 して上昇 してき

ているということである。つまり,米 国での,上 位企業への技術開発の集中度は2倍 強まで

上昇 してきたことになる。このことは,取 得特許数という指標で見 る限 り,技 術開発におけ
　

る上位企業の役割が相対的に増大 してきたことを意味する。

さらに注目すべ き事実は,技 術開発企業数は増加 しているにもかかわらず,集 中度は上昇
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しているということである。前述のようなファブレス企業の増加 は,回 路技術(プ ロセサ ・

メモ リ)の 特許取得企業数に影響を与えるはずである。事実,プ ロセサ技術特許 を取得 した

米国企業数は,79社(1986-90),107社(1991-95),182社(1996-2000)の ように推移 してお

り,明 らかな企業数の増加 を見て取れる。 この証拠だけを見れば,技 術開発の分散化が進行

しているように見 える。 しかし,同 時に技術開発集中度が上昇 していることを考慮するなら

ば,技 術開発企業数の増加から直ちに,技 術開発の分散化 という結論を出すことは出来ない

のである。

4.2企 業技術構成の多技術度

第2に,各 企業がどの程度多技術化 しているか,そ の多技術度を計測する。各企業が5つ

の要素技術分野でどの程度技術開発を行っているかは,そ の企業の特許構成から知ることが

できる。ある企業が5つ の要素技術分野に対 して同等の技術開発努力を払っている場合を,

多技術度が最大であるとし,逆 にただ1つ の技術分野の特許 しか保有 していない場合を,多

技術度が最小(し たがって特化度が最大)で あると考える。

最初に多技術度の指標 を定義する。特許構成のハーフインダール指数(研 〉を計算すると,

各要素技術で均等 に特許 を取得 した場A.HI=O.2,単 一の技術のみで特許 を取得 した場合

HI=1と なる。したがって,多 技術度の指標 として(1--HI)を 用いれば,多 技術度最大の時

0.8,最 小の時0の 範囲内の数値で表 されることとなる。これを多技術度の指標 として用いる

ことは確かに妥当なように見 える。 しか し,こ の指標 には一つの欠点が存在 する。すなわち,

各要素技術の特許総数が異なっている以上,異 なる要素技術の特許数を同 じウェイ トで数え

ることは適当ではない。例えば,総 数が100個 しかない要素技術特許における特許1個 の重要

性は,総 数が1000個 ある要素技術特許における特許1個 の重要性 と異なるであろう。この点

を考慮 した指標が必要である。

ここでPatelandPavitt(1995)に な らって 「顕示的技術優位性」(RevealedTechnologi-

calAdvantage=RTA)と いう指標を導入する。この指標は,世 界の半導体産業全体 をべ一ス

に見た場合の,あ る企業の各要素技術開発量の相対的な大 きさを表すものである。企業 ガがブ

技術で取得 した特許数 をPガゴ,企業iの 取得特許合計 をP,,世 界全体でのノ技術の特許数を

P」,世 界全体での5つ の要素技術の特許数合計をPと すると,i企 業のブ技術におけるRTA

は,

R職 一告 ÷争(1)

と定義 される。 したがって,こ の値が1よ り大 きい要素技術は,当 該企業が相対的に盛んに

開発を行っている要素技術であるということになる。
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RTAを 利用すると,よ り適切な多技術度の指標を定義できる。ある企業における各要素技

術のRTA値 は,当 該企業の,各 要素技術への特化度を表 していると理解で きる。 したがっ

て,あ る企業 における5つ の要素技術のRTA値 の標準偏差は,当 該企業が技術特化 してい

るほど大 きくな り,多 技術的であるほど小 さくなる。そこで本稿では,こ のRTA値 の標準

偏差 を各企業の 「特化度」の指標 とし,そ の値によって多技術度を評価することにす る。

ここで,調 査対象企業を2つ のグループに分割す る。 まず,5つ の要素技術それぞれにお

いて特許数上位10社 に登場 したすべての企業の うち,3期 間連続で少な くともいずれか1つ
1011

の要素技術に登場 している企業だけを抽出する。これらを第1グ ループとし,残 りの企業群

を第2グ ループ とする。つまり,第1グ ループは3期 を通 じて技術開発を最 も盛んに行って

いる企業群 ということになる。両グループの全企業の平均技術特化度を示 したのが表2で あ

る。表2に よれば,両 グループ間には技術特化度に格差があり,最 も活発に技術開発 を行 っ

ている第1グ ループの企業群の方が明らかに技術特化度が低 く,換 言すれば多技術度が高い。

しか しこれ と並んで注目すべ きことに,い ずれのグループで も多技術度は上昇 している。つ

まり,両 グループ間には多技術度に明確な格差が存続 しているものの,技 術特化の方向は示

されていないのである。

表2:米 国企業両グループの平均技術特化度(括 弧内は標準偏差)

1986-1990 1991-1995 1996-2001

第1グ ノレー フ。 1.55(2,26) 1。03(0.83) 0.79(0.56)

第2グ ル ー フ。 2.54(4.38) 1.82(2.43) 1.28(1.43)

また,各 グループ内企業間における技術特化度のばらつ きを表 したのが,表2の 標準偏差

である。これド よれば,標 準偏差は両グループで低下 しており,し たがって,各 グループ内

企業間での技術特化度のぱらつきは減少 していることが分かる。すなわち,各 グループ内部

で,企 業の技術開発様式の同質化が進展 していると言うことができる。以上の検討から,2

つのグループ問で技術開発様式が異なっているという状況が ますます明確になってきている

ことが判明す る。

4.3特 許数と技術アウ トプッ トの関係

多技術度の高い上位企業への,特 許の集中化 というのが,こ こまでで捉えられた米国での

変化であった。 また,企 業を多技術度が異なる2つ のグループに分 けることができ,両 グル

ープ において技術的特化は進行 していない と言 うことも明らかになった。 しかし,上 位企業

における特許増加率の上昇を,実 質的な技術アウ トプッ トの増大 を正当に反映 したものと見

なせ るかどうかは検討の余地がある。それは,次 のような可能性が考えられるからである。
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(1)特許数の増加は,企 業の特許戦略変更の結果,従 来ならば特許 として権利化 しなかったよ

うな発明が盛んに特許化 された結果かもしれない。(2)上位企業への特許集中度の増加は,上

位企業の技術アウ トプ ットの相対的な質的低下を伴っているのか もしれない。これらが該当

す る場合,特 許数は技術アウトプ ットを正当に表現 しないであろう。だか ら,こ こでの特許

数の増加が,技 術アウ トプ ットの上昇に裏付 けられているのかどうかを検証する必要があろ

う。以下ではこれらの問題について,順 に検証することにする。

第ユに,特 許数の増加が発明の増大を反映 しているのかどうかを検証する。仮に,従 来な

ら特許 として出願 されていなかった ような発明まで特許 として権利化 されているとするなら

ば,技 術者一人あた りの特許数は増加 しているはずである。反対に,特 許数の増加が技術者

の増加 によって裏付け られているな らば,そ れは特許の増加が発明の増加を反映 していると

考えてよいだろう。

プ ロセス技術は多 くの上位企業でコア技術であ り続けている。この技術で平均的な推移を

示 しているのはインテル社である。 したがって,イ ンテル社のプロセス技術 を検証の事例 と

す るのが適切である。表3は,イ ンテル社におけるプロセス技術特許数,お よび,発 明者 と

して特許 に記載 された,発 明に関わった技術者の数 を示 したものである。これによると,1991-

1995年,1996-2001年 のいずれにおいても,特 許数の増加は技術者数の増加 に裏付けられてい

ることが分かる。確かに,1996-2001年 では,技 術者一人 あたり特許数は上昇 しているが,特

許数増加に対す る寄与では,技 術者数増加による寄与の方が上回っている。このことはすな

わち,特 許数の増加が発明の増加を反映 していない,と いう理解が妥当でないということを

示 している。

表3:イ ンテル社 プ ロセス技 術特 許 数 と技 術者 数

1986-1990 1991-1995 1996-2001

特 許 数

1

33 66 176

技 術 者 数 47 109 210

前期 か らの一人 あた り特許 数増 加 率(%)
一 一13

.8 38.4

技術者数増加率(%)

1

一 131.9 92.7

特許 数増加率(%)
一 100.0 166.7

第2に,上 位企業への特許集中化が,技 術アウ トプ ットの相対的質的低下を伴っているの

かどうかを検証する。先行研究は,あ る特許が他の特許から受ける引用数(被 引用数)が,

当該特許の技術的 ・経済的重要性の指標 として有用であることを示 している(Jaffeetal.,

2000)。 この指標を利用 して考えると,上 位企業の特許の重要性がそれ以外の企業の特許に比

べて低かったのか どうかは,両 企業群の一特許あたり平均被引用数の比率から知 ることがで
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きるはずである。

プロセ ッサ技術および設計技術 もまた,標 準的な集中度の推移を経験 した技術分野である。

これ ら要素技術の特許について,両 企業群の一特許あた り平均被引用数の推移を示 したのが

表4で ある。 この表から,お よそ全ての期間において,両 グループ特許1個 当たり被引用数

の差 は有意ではないことがわかる。 したがって,上 位企業の特許の重要性が相対的に低かっ

たとは言えないことは明らかである。 また,特 許の被引用数のばらつきの大 きさを示 したの

が,表4の 変動係数である。取得された特許の重要度のばらつ きが大 きく,「玉石混清」の状

態であればあるほど,変 動係数は大 きくなる。 しかし,い ずれの期 において も,両 グループ

の変動係数に顕著な差は認め られない。以上の検討から,上 位企業の特許の相対的質的低下

が見 られるという証拠はここでは見いだせ ない。

したがって,以 上2点 の検討から,上 位企業への特許の集中化は,確 かに両企業群の技術

アウ トプ ッ トを反映 した ものであると言うことができる。

表4:米 国企業両グループの特許1件 あたり平均被引用数(括 弧内は変動係数)

1981-1985 1986-1990 1991-1995 1996-2000

プ ロセサ

第1グ ル ー フ。 20.7(0.83) 23.0(0.89) 20.6(1.10) 3.99(1.46)

第2グ ル ー フo

1

45.7(0.93) 25.5(1.23) 18.9(1,53) 3.87(1.86)

t値 0.51 一 〇
.84 0.78 0.53

設 計

第1グ ル ープ

1

45.7(0.41) 35.1(0.98) 21.0(1.14) 8.72(1.55)

第2グ ル ープ

1

23.3(0.78) 37.2(0.91) 21.7(0.90) 6.18(1.16)

t値 3.69紳
一 〇.26 一 〇

.19
一 〇

.68

脚:1%水 準 で有意

5集 中化 ・多技術性 と技術のシステム的性格

これまで示 してきたように,上 位企業への技術開発の集中度は,日 本では一貫 して高 く,

それが低かった米国で も顕著な上昇が見 られている。また,第1グ ループ,す なわち最 も技

術開発が盛んな上位企業の多技術性は維持,な い しやや強化 されて きている。 しか しなお,

これらの傾向が持続的なものなのか否か,言 い換えれば,十 分な根拠がある傾向なのかどう

かという問題は残 る。如何なる要因によって以上の傾向を説明で きるのかという問題につい

ては別途実証研究を要す るが,本 節では,こ のような傾向をもたらす と考えられる2つ の要

因を仮説的に提示することにする。

第1に,最 先端の半導体デバイスを開発する上で,多 数の技術を同時にコン トロールする

必要が高まっているということである。例えば最新のデバイスである,第3節 で触れたシス



米国半導体産業における技術開発様式の階層性とその進化 11

テムLSIで の成功は,搭 載するロジックやメモリの開発力を含めたシステム設計力だけでは

な く,シ ステム設計技術 とプロセス技術の連携にも依存 している。システム設計はプロセス

技術の制約条件 を踏 まえている必要があるし,プ ロセス技術開発においてはシステム設計か

らの多 くの厳 しい要求に応 えていなくてはならない。つ まり,先 端デバイスの場合,開 発に

おいて従来以上に各要素技術 をコン トロールする必要が出てきていると考 えられる。

第2に,半 導体 を構成 している技術,特 にプロセス技術をすべて一企業内部でまかなうこ

とは不可能であり,ク ロス ライセンスが常態である。最近のサーベイ調査(カ ーネギー ・メ

ロン ・サーベイ)に 基づ く研究は,自 社の特許は,他 企業が保有 しているが利用 したい技術

を入手するための交換手段 という意味 を持 ち,そ れが特許取得の重要な動機であることを明

らかにしている(Cohen,NelsonandWalsh,2000)。 この時,相 手企業が欲するような特許

を自社が有 していなければ,通 常極 めて高いライセンス料を支払って利用することになる。

この事情が,半 導体産業において技術開発 ・特許取得を加速化 しているという指摘がなされ

ている(HallandHam,1999)。 しかも,異 なる要素技術の特許 どうしがクロスライセ ンスさ
エ　

れることもあるので,多 数の技術で常に開発を進行させる誘因が働いているといえる。ただ

し,他 社のプロセス技術を必要 とす るのは,主 に自社工場を持つ企業であるから,ク ロスラ

イセンスが技術開発の加速化および多技術化の誘因を与える度合 は,事 実上,主 に大企業に

対 しての方が大 きいということになる。

これ ら2つ の要因は,半 導体 を構成する個々の技術間の相互依存性が強いことに起因して

いる。この性質 を,「技術のシステム的性格」と呼ぶことにす る。第1の 要因の背後には,要

素技術間に強い相互依存性があることは明白である。この相互依存性をコン トロールす るこ

とがデバイスの開発力に,し たがって企業の競争力に直結するため,企 業は多技術性を維持

していると考えられるわけである。第2の 要因の場合,技 術革新が,従 来開発された技術や

現在同時に開発 されている技術 に大 きく依存 しており,そ れらが しば しば他社 によって所有

されているということが,ク ロスライセンスが盛んであることの背景にある。このように,

技術のシステム的性格 は,こ れ らの経路 を通 じて上位企業の多技術度を維持ない し上昇 させ

ると同時に,上 位企業の技術開発を加速化 させ集中度を上昇 させ るもの と考 えられる。

第2節 で見たように,AroraandGambardella(1994)や 後藤(1999)は,技 術開発分業を

制約するのは技術的知識の 「暗黙知」的性質であって,情 報技術の導入や科学的解 明の進展

によって知識のコー ド化が進行 し,こ の性質が解消されるならば,イ ノベーション分業が行

われるようになると考えた。 しか し,本 節の議論に即 して言 うならば,技 術のシステム的性

格 という要因もまた,技 術開発体制の分業構造を規定 していると考えられる。また半導体技

術の展開から明らかなように,知 識のコー ド化の進展は,技 術のシステム化と必ず しも背反

することではない。この事実は,知 識のコー ド化の進展によって,技 術開発 ・禦造間の補完
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性および要素技術間の補完性が削減 され,し たがって技術のシステム的性格が削減 されると

考える 「分業化仮説」における想定が誤 りである可能性 を示唆 している。知識のコー ド化の

進展および技術の システム化 という2つ の傾向が,技 術開発過程 に対 してどのような影響を

もたらしているのかという問題 を,今 後分析す る必要がある。

6結 論

実は米国半導体産業全体における特許総数の推移については,従 来か ら注 目され分析 され

てきた(e.g.,HallandHam,1999)。 しかしそれらの研究では,特 許分野の構成および取得

者の構成 には注 目されていないという点で,第2節 の問題意識に応 じたものではなかった。

本稿では,特 許の内的構成を分析することによって,技 術開発体制の推移を明らかに した。

その結果,1990年 代の米国半導体産業では,技 術開発が盛んな企業 に技術開発活動が集中化

してきていること,お よびこれら企業での多技術度は高水準に維持 されてきたのみな らず,

さらに上昇 してきていることを示 した。

したがって,本 稿の分析から判断する限 り,米 国半導体産業の技術開発体制を,特 化型企

業の重要性が高い 「分散型システム」 として特徴付 けるのは自明ではないと言える。各要素

技術の開発で上位の企業が多技術度の高い企業であること,お よび,そ のような企業への技

術開発の集中化傾向があるということは,「分散型システム」とする理解に反すると考えられ

るからである。

なお,付 言すれば,本 稿の分析結果は注意深 く解釈する必要がある。FloridaandKenney

(1990)は,製 造 と設計の切 り離 し,お よび設計への資源集中という特徴を持 った米国の半導

体産業構造を 「細分化 された構造」(fragmentedstructure)と 呼び,こ れが1980年 代におけ

る競争力低下り原因であると捉えた。また前述のように,LangloisandSteinmueller(1998)

やMacher,MoweryandHodges(1999)は,ま さに同 じ産業構造こそが1990年 代米国半導

体産業の活況を説明する重要な一要因であるとしている。評価 こそ違うものの,両 者 とも米

国半導体産業を 「細分化された構造」 として特徴づ けている点では一致 している。一見す る

と,こ の通念的理解 と本稿の分析 とは背反す るように見える。 しか し,本 稿の結論が従来の

理解 を否定するものであるのかどうかを判断するには,次 の ような検討が必要であると考え

られる。

第1に,特 化型企業の役割 をどのように評価 したらいいのかという問題がある。本稿では,

特許数の見かけの通 り,特 化型企業の相対的役割が低下 していると想定 して論 じてきた。 し

かし,こ のような企業 は,特 許数の相対比から判断 される以上の役割を,多 技術型企業 との

連携関係 において担 っているのかも知れない。特許取得の意味 も多技術型企業 とは異なって

いる可能性がある。総 じて,製 品や技術段階などにおいて多技術型企業 とは棲み分 けを行っ
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ているのか も知れず,そ の結果,技 術開発領域において両者は異なっているのか もしれない。

両者 に質的相達があるとすれば,そ れが特許数の伸び率の違いに反映 していることも推測で

きる。つまり,同 一平面上で,両 者の役割の相対的な比率を論 じることには無理がある可能

性がある。 したがって,両 者の関係を具体的に明らかにする必要があるだろう。これは,技

術開発企業数の増加 と上位企業への集中化 という,本 稿で示された一見相反する二つの現象

をどのように整合的に理解するかという問題 にも関連 していることは言 うまでもない。

第2に,多 技術的な上位企業が構築する技術的提携関係 をどのように理解するか という問

題がある。ある企業が多技術的であることは,技 術的に自足的であることを意味 しないし,

企業外部 との連関の必要性が減 ると.も言えない。む しろ,多 技術的で技術蓄積が大 きいこと

が,他 企業 との技術提携関係に入 るための条件であると言えるのか もしれない。 したがって,

多技術度 ・技術開発の集 中度 と,現 実の技術開発分業 との関係 は,提 携の内実に踏み込んで

具体的に明 らかにする必要があろう。

付 録

アメ リカ特 許庁 の デー タベー ス につ い て

同 デー一タベ ース では,企 業 名,米 国特許 分類 番 号(USPC),企 業 の国籍,発 明者 名,発 明者 国籍

出願時 期,登 録 時期 な どの検 索条 件 に よって,特 許 の要約 お よび全文 を検索 す る こ とが可 能で あ る。

本稿 のデ ータ は,こ のデ ータベ ー ス を検 索す るこ とに よって収集 され た。 この際,本 稿 が 挙げ た5

つ の要 素技術 が,米 国の技術 分類 番 号の何 番 に対 応 して い るか を確 認 す るこ とが最 も重要 にな る。

本稿 で は,次 の よ うなUSPC番 号 で検 索 を行 った。

プ ロ セ ス:No.438(SEMICONDUCTORDEVICEMANUFACTURING:PROCESS)

検 証 技 術:No.324(ELECTRICITY:MEASURINGANDTESTING)

設 計 技 術:No。716(DATAPROCESSING:DESIGNANDANALYSISOFCIRCUITOR

SEMICONDUCTORMASK)

メ モ リ:No.365(STATICINFORMATIONSTORAGEANDRETRIEVAL) ロ
プ ロセ ッサ:No.712(ELECTRICALCOMPUTERSANDDIGITALDATAPROCESSING

SYSTEMS:PROCESSINGARCHITECTURESANDINSTRUCTIONPROCESSING)

各要 素技術 と分 類番 号 の対 応 関係 につ い ては,次 に負 ってい る。

「特許 か ら見 た シス テムLISの 展望 」(特 許庁 総務 課企 画調査 室 平成11年12月)

謝 辞

本稿 の元 とな った進 化経済 学会 福 岡大会(2001年3月)に お ける研究報 告 に対 し有 益 な コメ ン ト

をいただ い た。 また2名 の 匿名 レフェ リーか ちも有益 な コメ ン トをいた だい た。御礼 申 し上 げた い。

む ろん,あ りうぺ き誤 りは全 て筆 者 の もので あ る。 また,本 稿 は,日 本学 術振興 会科 学研 究費補 助

金 の援 助 を受 けた。



14 第187巻 第'2号

注

1AroraandGambardella(1994)で は,次 の よ うな2種 類 の 企 業 間 分 業 が 特 に 区 別 され ず に 「イ

ノペ ー シ ョ ン分 業 」 と して 扱 わ れ て い る。 す な わ ち 第1に,技 術 開 発 と製 造 の 補 完 性 の 削 減 に よ

っ て 可 能 に な る 「技 術 開 発 と製 造 の 分 業 」 で あ り,第2に,要 素 技 術 間 の 補 完 性 の 削 減 に よ っ て

可 能 に な る 「技 術 特 化 」 で あ る。 も ち ろ ん 両 者 は か な り重 複 す る の で あ る が,厳 密 に は 本 稿 で は

後 者 に つ い て 扱 い,前 者 に つ い て は 明 示 的 に は 扱 わ な い 。

2以 下 は,『 半 導 体 産 業 計 画 総 覧 』(産 業 タ イ ム ズ 社)各 年 度 版,肥 塚(1996),菊 地(1998),麻

生(2000)に 基 づ く。

31Pは,IntellectualPropertyの 略 で,知 的 資 産 な い し設 計 資 産 と呼 ば れ る。集 積 回 路 の 設計 デ

ー タ を意 味 す る。 シ ス テ ムLSIの 設 計 は 非 常 に複 雑 な の で,機 能 毎 に ブ ロ ッ ク 化 す る こ と に よ っ

て 設 計 を効 率 化 しよ う と して きた 。 この 個 々 の ブ ロ ッ ク がIPで あ る 。 メ モ リ,CPU(中 央 演 算

処 理 装 置),DSP(デ ジ タル 信 号 プ ロ セ ッサ)な どが 代 表 的 なIP。 必 要 なIPを 半 導 体 企 業 が 全 て

自社 開 発 す る こ と は 困 難 に な っ て きて お り,動 作 検 証 済 みIPを 他 の 半 導 体 企 業 か ら調 達 した り,

IPプ ロバ イ ダ ー か ら調 達 す る こ とに な る。 こ こ にIPの 流 通 市 場 が 出 来 る こ と と な る。極 端 な モ

デ ル と して は,IPをIPプ ロバ イ ダ ー か ら購 入 し,設 計 は設 計 委 託 会 社 へ,製 造 は フ ァ ウ ン ド リ

ー 企 業 へ 委 託
,と い う よ う な,細 分 化 さ れ た 分 業 モ デ ル が 提 唱 さ れ て い る。 こ の モ デ ル で は,半

導 体 企 業 は フ ァ ブ レス と い う こ と に な る 。

4ASICはApplicationSpecificICの 略 。 特 定 顧 客 向 け の カ ス タ ムICを 意 味 す る。

5こ れ は,設 計 の モ ジ ュ ー ル 化 を基 礎 と した,い わ ゆ る 「シ リ コ ンバ レー モ デ ル 」 の 一 例 だ と い

う こ とが 出来 る(青 木,2001)。 しか し,半 導 体 産 業 に お け る こ の モ デ ル の 成 功 を認 め る論 者 で も,

Hobday(1994)やMacher,MoweryandHodges(1999)の よ う に,こ の モ デ ル が 依 然 と して 製

造 過 程 との 分 離,し た が っ て プ ロ セ ス ・イ ノベ ー シ ョン との 分 離 に 基 づ い て い る こ とに 注 目 し,

そ の 持 続 性 に 疑 問 を呈 す る 見 解 も提 起 さ れ て い る。 だ が 本 稿 で は こ の 問題 は 扱 わ ず,新 た な技 術

革 新 モ デ ル と して 認 知 す る に と ど め る。 な お,こ れ が 今 後,技 術 的 能 力 を含 め 必 要 な 資 源 を企 業

内 に包 摂 す る垂 直 統 合 型 企 業 モ デ ル に か わ っ て,半 導 体 産 業 に お け る産 業 組 織 の 主 流 的 な モ デ ル

に な るだ ろ う と考 え る 論 者 は 多 い(西 村,1995;青 山,1999)。

6も ち ろん,特 許 が 技 術 開 発 活 動 の指 標 と して 完 全 に適 切 と は 言 え な い 。 た と え ば,開 発 さ れ た

技 術 が 秘 匿 され る場 合 も 多 くあ る。PatelandPaVitt(1995)が 述 べ る よ う に,国 に よ っ て 特 許 の

重 要 性 が 異 な っ て い る と い う事 情 もあ る。 した が っ て,特 許 デ ー タ の 利 用 は 次 善 の 手 段 で あ る こ

とが 強 調 さ れ ね ば な らな い 。

7調 査 対 象 と し た 企 業 は 次 の 通 りで あ る 。Actel,Altera,Amkor/AnamGroup,American

Microsystems,Anadigics,AnalogDevices,Atmei,Bull'HNInformationSystemsInC.,Burr・

Brown,Cadence,CatalystSemiconductor,C-CubeMicrosystems,ChipPac,CirrusLogic,

ConexantSystems,CypressSemiconductor,DallasSemiconductor,ESSTechnology,Exar,

FairchildSemiconductor,HarrisSemiconductor,IntegratedDeviceTechnology,Interna・

tionalRectifier,Intersil,LatticeSemiconductor,LinearTechnology,Lucent,MaximInte・

gratedProducts,Micrel,MicrochipTechnology,MitelSemiconductor,ONSemiconductor,

OakTechnology,PMC・Sierra,S3,SiliconStorageTechnology,StandardMicrosystems,

Synopsys"ThinkingMachines,TridentMicrosystems,TriQuintSemiconductor,Sun
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Microsystems,UnisysCorp.,VishayIntertechnology,VitesseSemiconductor,VTC,Xicor,

Xilinx,Zilog,IBM,VLSITechnology,DigitalEquipmentCorp.,TexasInstruments(TI),

LSILogic,HewlettPackard(HP),Motorola,AdvancedMicroDevices(AMD),Intel,Micron,

NationalSemiconductor,HughesAircraftCompany。

8占 有 率 の 分 母 は,全 企 業 の 取 得 特 許 数 で あ るが,こ こ で の 全 企 業 と は,そ れ ぞ れ,す べ て の 日

本 企 業,す べ て の 米 国 企 業 と い う意 味 で あ り,調 査 対 象 企 業 以 外 の す べ て の 企 業 を含 ん で い る。

9こ こ で は,日 米 両 国 の 集 中 度 の 相 違 につ い て は 論 じな い。 なぜ な ら,こ の デ ー タ で 両 者 の 集 中

度 の 値 を 比 較 す る こ と に は 問 題 が あ る た め で あ る。 国 内 市 場 を主 要 な販 売 先 とす る小 規 模 な企 業

ほ ど,外 国 へ の 特 許 出願 を行 わ な い と考 え ら れ る。 した が っ て,米 国 特 許 庁 の デ ー タ で は,日 本

の 集 中 度 は過 大 評 価 さ れ て い る は ず で あ る 。 も し両 国 の 集 中 度 を 比 較 す る とす れ ば,第3国 の 特

許 デ ー タ,た と え ば 欧 州 特 許 庁(EPO)の デ ー タ な ど を利 用 して 計 算,比 較 を 行 わ な くて は な ら

な い 。

10こ れ は,同 一 の 要 素 技 術 に3期 間 連 続 で 登 場 す る企 業 の み を抽 出 す る こ と を 意 味 しな い 。 す な

わ ち,第1期 は メ モ リ,第2期 は プ ロ セ ッサ,第3期 は プ ロ セ ス 技 術 の み に 登 場 して い る と い っ

た 企 業 も,こ こ に抽 出 さ れ る こ と に な る。

11こ の グ ル ー プ に 該 当 す る企 業 を列 挙 す れ ば 次 の 通 り。IBM,VLSITechnology,DigitalEquip-

mentCorp.,TexasInstruments(TI),LSILogic,HewlettPackard(HP),Motorola,Advanced

MicroDevices(AMD),Intel,Micron,NationalSemiconductor,HughesAircraftCompany。

12こ れ をHallandHam(1999)は`patentportfoliorace'と 呼 ん で い る。
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